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1873 ᫂἞5ᖺ 䛂Ꮫไ䛃䛾Ⓨᕸ㻌 䛂ಟ㌟⛉䛃䛾タ⨨㻌






1945 ᫛࿴20 㸺㐨ᚨᩍ⫱㸼ᩋᡓᖺ 㸺㐨ᚨࡢ᫬㛫㸼








1977 ᫛࿴52ᖺ Ꮫ⩦ᣦᑟせ㡿ᨵゞ㻌 ᩍᖌ䛸ඣ❺ཬ䜃ඣ❺┦஫䛾ே㛫㛵ಀ䜢῝䜑䜛㻌㻌㻌
㐨ᚨⓗᐇ㊶䛾ᣦᑟ䜢ᚭᗏ㻌 㐨ᚨⓗᐇ㊶ຊ








2001 ᖹᡂ13ᖺ㻌 㻌 ᚰ䛾䝜䞊䝖㻌
㟷ᑡᖺ䛾≉ᚩ㻌
2002 ᖹᡂ14ᖺ㻌 㻌 Ꮫᰯホ౯㻌





1871 ᫂἞4 ᖺ ゎᨺ௧㻌 䠘රᗜ┴䞉ⰱᒇᕷ㛵ಀ䠚㻌
1922 ኱ṇ11ᖺ 䠄Ỉᖹ♫ᐉゝ䠅㻌




























2002 ᖹᡂ14ᖺ ᅜ⟇࡜ࡋ࡚ࡢྠ࿴ᑐ⟇஦ᴗࡣ⤊↉ேᶒᩍ⫱࣭ၨⓎ࡟㛵ࡍࡿᇶᮏィ⏬ ⰱᒇᕷேᶒᩍ⫱䞉ேᶒၨⓎ䛻㛵䛩䜛⥲ྜ᥎㐍ᣦ㔪
2003 ᖹᡂ15ᖺ ேᶒᩍ⫱ࡢ᥎㐍࡟㛵ࡍࡿྲྀ⤌≧ἣࡢㄪᰝ⤖ᯝ࡟ࡘ࠸࡚ ⰱᒇᕷ⏨ዪඹྠཧ⏬⾜ືィ⏬


















































































































2010 年　平成 22 年　３月　










会議　2004 年　平成 16 年６月
・ 人権教育の指導方法等の在り方について〔第２次と
りまとめ〕人権教育の指導方法等に関する調査研究
会議　2006 年　平成 18 年１月
・ 人権教育の指導方法等の在り方について〔第３次と
りまとめ〕人権教育の指導方法等に関する調査研究
会議　2008 年　平成 20 年３月
・ 人権教育啓発に関する基本計画　法務省　2002 年 
平成 14 年３月
・白書　学制百年史　「幕末期の教育」学制百年史編集
委員会　1972 年　昭和 47 年８月
・ 「修身」全資料集成　宮坂宥洪監修解題，渡辺昇一序，
四季社　2000 年　平成 12 年８月
・道徳の時間における問題解決学習再考　平成 26 年度
日本道徳教育方法学会発表　国立教育政策研究所　
西野真由美　2014 年　平成 26 年６月
・ 今後の道徳教育の改善・充実方策について（報告）
　道徳教育の充実に関する懇話会　2013 年平成 25 年
12 月
・ 青少年白書　内閣府　2001 年　平成 13 年
・ 青少年育成施策大綱　青少年育成推進本部　内閣府
2008 年　平成 20 年 12 月
・ 人権についての市民意識調査　報告書　芦屋市　
2010 年　平成 22 年 3 月
参加的・体験的な学習」を取り入れる学校は，年々増
加している。しかし，前述したように，活動や体験に
終わることが多く，自分の生き方や考え方に迫ること
が少なかった。
５．　おわりに
　道徳の時間における道徳教育と人権教育は，一部の
指導内容を除いて，価値や指導法については差異が無
いように考える。道徳の内容項目をカバーできるので
あるなら，人権教育と重ねて実践する。それ以外のも
のは，道徳として実践する。つまり，35 時間のうち，
内容項目数の時間は道徳として，それ以外は人権教育
として，重なっているものは両方でカウントすると，
授業時数の問題は解決できる。
　指導方法については，自分の生き方や考え方に迫る
ことができる方法が重要である。そして，何より指導
者も学習者もともに主体的に取り組むものでなければ
ならない。
　また，道徳の時間のみを取り上げるのではなく，全
教育課程における道徳教育・人権教育の実践も疎かに
できない。どの学校でも，どちらの全体計画も年間指
導計画も作成されているが，それぞれが有機的につな
がって推進されているのかが課題である。学校全体で
挨拶活動や縦割り集団活動，集会活動などを通して道
徳教育や人権教育を行っているが，ややもすれば活動
の運営ばかりに終始して，そこで子どもたちに身につ
けさせる道徳性や人権感覚については十分に吟味され
ることなく進められてきたのではないだろうか。
　実際，人権教育に関する全体計画又は年間指導計画
において具体的に定めているものをみると，学校にお
ける教育活動全体の目標との関係は 90%を超えるが，
個別的な人権課題への取組に関する目標・計画は 20％，
交流活動や体験活動，課題探求型の学習活動などの実
施に関する目標，計画等も 40％と少ない状況である。
　「子どもの頃から指導してほしい」「相手の立場を想
像できる思いやりを育ててほしい」と市民の要望は強
い。道徳教育にも人権教育にも真摯に取り組みたい。
　参考・引用文献
・ 「小学校学習指導要領」　文部科学省　　2008 年　
